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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は、株主をはじめとする全てのステークホルダー（利害関係者）にとって企業価値を最大化すること、経営の効率性・透明性を向上させること
をコーポレートガバナンスの基本方針・目的としております。このため、企業倫理と遵法の徹底、経営の透明性・客観性と迅速な意思決定を確保す
ることを主な課題として取り組んでおります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則４―１―３】「 取締役会は、会社の目指すところ（経営理念等）や具体的な経営戦略を踏まえ、最高経営責任者（ＣＥＯ）等の後継者計画

（プランニング）の策定・運用に主体的に関与するとともに、後継者候補の育成が十分な時間と資源をかけて計画的に行われていくよう、適切に監
督を行うべきである。」

当社は、最高経営責任者等の後継者の選定及び後継者の計画（プランニング）について、独立社外役員を主要な構成員とする任意の諮問委員会
（役員指名・報酬委員会）の意見も踏まえ、今後、検討してまいります。

【補充原則４―１１―１】「取締役会は、取締役会の全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模に関する考え方を定め、取締役の選
任に関する方針・手続と併せて開示すべきである。」

　取締役候補の指名に関する基準については取締役規程に定めておりますが、取締役会は、独立社外役員を主要な構成員とする任意の諮問委
員会（役員指名・報酬委員会）の意見も踏まえ、取締役会全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模に関する考え方を定め、取締
役の選任に関する方針・手続と併せて開示する予定にしております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１―４】「上場会社が政策保有株式として上場株式を保有する場合には、政策保有株式の縮減に関する方針・考え方など、政策保有に関す
る方針を開示すべきである。また、毎年、 取締役会で、個別の政策保有株式について、保有目的が適切か、保有に伴う便益やリスクが資本コスト

に見合っているか等を具体的に精査し、保有の適否を検証するとともに、そうした検証の内容について開示すべきである。

上場会社は、政策保有株式に係る議決権の行使について、適切な対応を確保するための具体的な基準を策定・開示し、その基準に沿った対応を
行うべきである。」

　当社は、取引先との安定的・長期的な取引関係の構築、業務提携、または協働ビジネス展開の円滑化及び強化等の観点から、当社グループの
中長期的な企業価値向上に資すると判断される場合に、取引先等の株式等を保有いたします。個別の政策保有株式については、保有目的・資本
コスト等を踏まえ、保有する上での中長期的な経済合理性や取引先との総合的な関係の維持・強化の観点からの保有効果等について、取締役会
において検証しております。

政策保有株式の議決権の行使につきましては、その議案の内容を精査し株主価値の向上に資するものか否かを判断した上で適切に議決権を行
使いたします。

【原則１―７】「上場会社がその役員や主要株主等との取引（関連当事者間の取引）を行う場合には、そうした取引が会社や株主共同の利益を害
することのないよう、また、そうした懸念を惹起することのないよう、取締役会は、あらかじめ、取引の重要性やその性質に応じた適切な手続を定め
てその枠組みを開示するとともに、その手続を踏まえた監視（取引の承認を含む）を行うべきである。」

　当社グループがその役員や主要株主等との取引を行う場合には、当該取引が当社グループ及び株主共同の利益等を害することが無いよう、取
引条件が一般の取引と同様であることが明白な場合を除き、当該取引についてあらかじめ取締役会の承認を得るとともに、関連当事者との取引
状況を取締役会において報告しております。

【原則２―６】「上場会社は、企業年金の積立金の運用が、従業員の安定的な資産形成に加えて自らの財政状態にも影響を与えることを踏まえ、
企業年金が運用（運用機関に対するモニタリングなどのスチュワードシップ活動を含む）の専門性を高めてアセットオーナーとして期待される機能
を発揮できるよう、運用に当たる適切な資質を持った人材の計画的な登用・配置などの人事面や運営面における取組みを行うとともに、そうした取
組みの内容を開示すべきである。その際、上場会社は、企業年金の受益者と会社との間に生じ得る利益相反が適切に管理されるようにすべきで
ある。」

当社は、企業年金の積立金の管理および運用に関して、社外の資産管理運用機関等と契約を締結しており、資産の運用を委託するとともに、運
用資産を定期的に時価により評価しています。

また、これらの外部機関による運用実績等を適切にモニタリングするべく、資産運用に精通した財務経理部および人事総務部が業務を所管してお
り、適切な人材を配置しています。

資産管理運用を外部の専門機関に委託しモニタリングするとともに、当該財政決算・運用状況を取締役会に報告し、社員にもイントラネットにて
フィードバックすることにより、会社と受益者との間で企業年金の情報を共有しており、利益相反が適切に管理されています。



【原則３―１】「上場会社は、法令に基づく開示を適切に行うことに加え、会社の意思決定の透明性・公正性を確保し、実効的なコーポレートガバナ
ンスを実現するとの観点から、（本コードの各原則において開示を求めている事項のほか、）以下の事項について開示し、主体的な情報発信を行
うべきである。

（1）会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

（2）本コードのそれぞれの原則を踏まえた、コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

（3）取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

（4）取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

（5）取締役会が上記（4）を踏まえて経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行う際の、個々の選解任・指名についての説明」

（1）企業理念、中期経営計画等を当社ホームページに掲載しております。http://www.k-ohba.co.jp

（2）当社のコーポレートガバナンスに関する具体的な考え方と基本方針は、「本報告書１―１．基本的な考え方」に記載のとおりです。

（3）当社の役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針の内容およびその決定方法は次のとおりです。

　　 ・取締役の報酬は、取締役の職務の重要性、取締役の責任の重大性、会社の業績、社員給与とのバランスを総合的に勘案して社長が原案を

作成いたします。

　　　・独立社外役員を主要な構成員とする任意の諮問委員会（報酬委員会）において、原案に基づき役員報酬体系・報酬の額等に関して、取締
役会からの諮問を受け、その適切性等について検討し、答申を行います。

　　　・取締役会は、株主総会で決議された総額の範囲内で、報酬委員会の答申を得て、役員報酬の決定を行います。

　　　・監査役の報酬は、株主総会で決議された総額の範囲内で、監査役会で協議して決定します。

（4）当社は、取締役・監査役候補指名の透明性・客観性を更に高めるため、独立社外役員を主要な構成員とする任意の諮問委員会（指名委員会）
において、当社の取締役及び監査役候補者の選任プロセス、資質及び指名理由等に関して、取締役会からの諮問を受けて、その適切性について
検討し、答申を行います。取締役会は、指名委員会の答申を得て、取締役及び監査役候補の決定を行います。

経営陣の選任・解任については、取締役会にて会社の業績等の評価を踏まえ、独立社外役員を主要な構成員とする任意の諮問委員会（指名委
員会）における公正かつ透明性の高い審議をもとに、状況に応じて機動的に決定します。

（5）新任、重任を問わず取締役候補者、監査役候補者の選任理由を株主総会招集通知にて開示しております。

【補充原則４―１―１】「取締役会は、取締役会自身として何を判断・決定し、何を経営陣に委ねるのかに関連して、経営陣に対する委任の範囲を
明確に定め、その概要を開示すべきである。」

　当社の取締役会は、定款および法令に定めるもののほか、「取締役会規程」において取締役会に付議すべき事項を具体的に列挙しています。そ
れ以外の業務執行の決定については、組織・業務分掌・職務分掌及び職務権限規程に基づき、経営陣等の意思決定者に対して、決裁、審議、承
認等に関する権限を明確に定めております。

【原則４―９】「取締役会は、金融商品取引所が定める独立性基準を踏まえ、独立社外取締役となる者の独立性をその実質面において担保するこ
とに主眼を置いた独立性判断基準を策定・開示すべきである。また、取締役会は、取締役会における率直・活発で建設的な検討への貢献が期待
できる人物を独立社外取締役の候補者として選定するよう努めるべきである。」

　当社の独立性の判断基準は、東京証券取引所が定める独立性基準に準拠しており、選任理由については、当コーポレートガバナンス報告書で
開示しております。

【補充原則４―１１―１】「取締役会は、取締役会の全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模に関する考え方を定め、取締役の選
任に関する方針・手続と併せて開示すべきである。」

　上記〔コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由〕に記載しております。

【補充原則４―１１―２】「社外取締役・社外監査役をはじめ、取締役・監査役は、その役割・責務を適切に果たすために必要となる時間・労力を取
締役・監査役の業務に振り向けるべきである。こうした観点から、例えば、取締役・監査役が他の上場会社の役員を兼任する場合には、その数は
合理的な範囲にとどめるべきであり、上場会社は、その兼任状況を毎年開示すべきである。」

　当社は、取締役候補者及び監査役候補者の選任に際しては、取締役及び監査役の役割・責任を適切に果たす時間と労力を十分に確保すること
ができる兼任状況であることを確認しております。

なお、取締役及び監査役の重要な兼任の状況につきましては、事業報告や株主総会参考書類などに記載しております。

　

【補充原則４―１１―３】「取締役会は、毎年、各取締役の自己評価なども参考にしつつ、取締役会全体の実効性について分析・評価を行い、その
結果の概要を開示すべきである。」

　当社では、取締役会の機能を向上させ、ひいては企業価値を高めることを目的として、取締役会の実効性につき、自己評価・分析を実施しており
ます。 自己評価・分析につきましては、外部コンサルタントの助言を得ながら以下の方法で行いました。 2019年5月に取締役会の構成員であるす

べての取締役・監査役を対象にアンケートを実施しました。回答方法は外部コンサルタントに直接回答することで匿名性を確保いたしました。外部
コンサルタントが集計した結果及び分析した報告を踏まえたうえで、2020年8月の定時取締役会において、分析・議論・評価を行いました。その結
果の概要は以下のとおりです。

アンケートの回答からは、取締役会は、審議に適当な規模と十分な多様性を備えている等、おおむね肯定的な評価が得られており、取締役会全
体の実効性については確保されていると認識いたしております。 課題として認識されていた資本コスト等勘案した政策保有株式の検証について

も、前回より改善しています。また、後継者候補の育成や取締役選任の方針・手続の開示など、取締役会の機能の更なる向上、議論の活性化に
向けた課題についても共有いたしました。

今後、当社の取締役会では本実効性評価を踏まえ、課題について十分な検討を行ったうえで迅速に対応し、取締役会の機能を高める取り組みを
継続的に進めてまいります。

【補充原則４―１４―２】「上場会社は、取締役・監査役に対するトレーニングの方針について開示を行うべきである。」

　当社は、取締役・監査役に対し、職責や業務上必要な知識の習得等のために様々な研修機会を斡旋・提供しており、その際の費用負担につい
ては会社に請求できることとなっています。また、全員参加の機会を通し、勉強会等を実施しております。



【原則５―１】「上場会社は、株主からの対話（面談）の申込みに対しては、会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資するよう、合理
的な範囲で前向きに対応すべきである。取締役会は、株主との建設的な対話を促進するための体制整備・取組みに関する方針を検討・承認し、
開示すべきである。」

　当社の株主との建設的な対話に関する方針は、以下のとおりです。

（1）株主との対話全般については、企画本部担当役員が統括する。

（2）ＩＲ活動については、企画本部、営業本部、技術本部が連携し対応する。

（3）当社ホームページにおいて、ＩＲに関する情報及び問い合わせフォームを掲載し、株主が当社に関する情報収集、問い合わせ可能な環境を整
える。

（4）ＩＲを通じて株主から頂いた意見・要望については、経営陣・取締役会へフィードバックする。

（5）対話に際してのインサイダー情報については、法令及び社内規程を遵守し、厳格に管理する。　

　

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社オオバ 1,727,974 9.46

株式会社みずほ銀行 762,162 4.17

三井住友信託銀行株式会社 762,000 4.17

三井不動産株式会社 727,050 3.98

パシフィックコンサルタンツ株式会社 628,000 3.44

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 470,900 2.58

大場　重憲 454,200 2.48

大場　明憲 452,600 2.48

オオバ取引先持株会 398,825 2.18

日本生命保険相互会社 349,444 1.91

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 5 月

業種 サービス業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

500人以上1000人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 12 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され

ている人数
3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

南木　通 弁護士

加藤智康 その他

鵜瀞惠子 学者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

南木　通 ○
弁護士

弁護士法人　杉井法律事務所

　南木通氏は、財務省、大学教授等での豊富
な経験と弁護士として幅広い知識を有してお
り、取締役会の監督機能の強化と透明性の確
保に向け、適切な役割を果たしております。な
お、一般株主との利益に相反するおそれもな
く、独立性・中立性について十分に確保されて
いると判断しております。



加藤智康 ○ ―――

加藤智康氏は、当社の株式4.40％を保有する
株主かつ取引先である三井不動産株式会社に
執行役員として勤務されておりますが、保有株
式比率から主要株主に該当しない、また当社と
の取引は、2020年5月期の売上高の0.64％と軽
微であることから主要取引先に該当しないと判
断しております。同氏は、現任会社での豊富な
経験と幅広い見識を活かし、取締役の監督機
能の強化と透明性に向け、当社の経営に対し
て様々なご意見をいただくことを期待しておりま
す。なお、一般株主との利益に相反するおそれ
もなく、独立性・中立性について十分に確保さ
れていると判断しております。

鵜瀞惠子 ○ ―――

　鵜瀞惠子氏は、公正取引委員会、大学教授
等での豊富な経験と幅広い知識を有しており、
取締役会の監督機能の強化と透明性の確保に
向け、有益な助言やコーポレート・ガバナンス
強化が図れることを期待して社外取締役候補
者としております。なお、一般株主との利益に
相反するおそれもなく、独立性・中立性につい
て十分に確保されていると判断しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

役員指名委員会 3 1 1 1 0 1
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

役員報酬委員会 3 1 1 1 0 1
社外取
締役

補足説明

役員指名委員会は、取締役等の選任および解任の人事案に関する検討結果を取締役会に答申する権限を有し、年４回程度実施しております。

（ⅰ）取締役の選任および解任に関する事項および基準の整備

（ⅱ）代表取締役および取締役の後継者の選任に関する助言

（ⅲ）執行役員の選任および解任に関する事項および基準の整備

（ⅳ）その他、役員指名委員会が認めた事項

役員報酬委員会は、取締役および執行役員の個人別の報酬案に関する検討結果を取締役会に答申する権限を有し、年２回程度開催しておりま
す。

（ⅰ）取締役および執行役員の役位別の報酬に関する方針と内容の妥当性

（ⅱ）その他、取締役および執行役員の報酬に関して役員報酬員会が必要と認めた事項

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に従い、取締役の職務執行に関する業務監査及び会計監査人の独立性の監視などの監査を定
期的に実施し、その監査状況を取締役会に報告しております。また、内部統制室は、監査役及び会計監査人と連携を密にし、内部監査規程に基
づく内部監査を実施しております。

社外監査役の選任状況 選任している



社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され

ている人数
2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

川合　正 他の会社の出身者 △

伊禮　竜之助 弁護士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

川合　正 ○

川合正氏は、2011年5月に、当社メインバ
ンクの一つである中央三井アセット信託銀
行㈱（現三井住友信託銀行㈱）の取締役
を退任され、既に９年が経過しており、そ
の間、他の民間企業の監査役、顧問を歴
任しております。また、三井住友信託銀行
㈱との借入れ取引は僅少であることから
主要取引先に該当しないと判断しておりま
す。

川合正氏は、金融機関における豊富な経験と
幅広い見識及び経営に関与された経験を活か
し、取締役会の職務の執行を監査していただく
ことを期待しております。なお、一般株主との利
益に相反するおそれもなく、独立性・中立性に
ついて十分に確保されていると判断しておりま
す。

伊禮　竜之助 ○
弁護士

伊禮総合法律事務所

伊禮竜之助氏は、弁護士として豊富な経験と
幅広い知識を有しており、取締役の職務の執
行を適切に監査できることから社外監査役とし
ております。なお、一般株主との利益に相反す
るおそれもなく、独立性・中立性について十分
に確保されていると判断しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 5 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明



当社の取締役の報酬制度において、当社の株価や業績との連動性を引き上げ、株価上昇のメリットのみならず株価下落によるリスクを株主と共
有することにより、株価上昇および業績向上への意欲や士気を高めることを目的として、株式報酬型ストックオプション（１円ストックオプション）を導
入しております（2011年8月定時株主総会決議）。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、社外取締役、その他

該当項目に関する補足説明

在任中の業績向上及び株価上昇へのインセンティブを与える目的として、対象者を取締役（社内・社外）及び執行役員としております。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

有価証券報告書、決算短信、営業報告書（事業報告書）に開示。

報酬の額又はその算定方法の決定方針

の有無
あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

「取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する方針」

１．基本方針

　当社の取締役の報酬等は、取締役の職務の重要性、取締役の責任の重大性、会社の業績及び社員給与とのバランスを総合的に勘案して決定
する。具体的には、金銭報酬としての固定報酬及び賞与並びに非金銭報酬としてのストックオプションにより構成する。

２．金銭報酬の個人別の報酬等の額の決定に関する方針(報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む。)

　当社の取締役の金銭報酬は、毎月支給される固定報酬及び原則として毎年2回支給される賞与とし、取締役の職務の重要性、取締役の責任の
重大性、会社の業績及び社員給与とのバランスを総合的に勘案して決定する。但し、当社の取締役のうち社外取締役については、その職務に鑑
み、金銭報酬は固定報酬のみとする。

３．非金銭報酬等の内容および額または数の算定方法の決定に関する方針(報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む。)

　中長期的に継続した業績向上への貢献意欲や士気を高めることを目的として、非金銭報酬等としてストックオプションを毎年一定の時期に付与
する。ストックオプションは、新株予約権の総数200個（付与株式数200,000株）を上限として、取締役の職務毎に定められる基準金額及び当社株価
を基に決定される。

４．金銭報酬の額、業績連動報酬等の額または非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針

　取締役の種類別の報酬の割合は、1.基本方針において定めた要素を総合的に勘案したうえで、取締役個人毎に当該種類毎の適切な金額を決
定することを通じて決定される。

５．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

　イ．取締役の報酬は、取締役の職務の重要性、取締役の責任の重大性、会社の業績、社員給与とのバランスを総合的に勘案して社長が原案を
作成する。

　ロ．独立社外役員を主要な構成員とする任意の報酬委員会は、取締役会からの諮問を受け、原案に基づき役員報酬体系・報酬の額等の適切性
等について検討し、答申する。

　ハ．取締役会は、報酬委員会の答申を得て、株主総会で決議された総額の範囲内(※)で、役員報酬を決定する。

(※)取締役報酬は、年額300,000千円以内（2020年第86回定時株主総会決議）

　　 監査役報酬は、年額48,000千円以内（2008年第74回定時株主総会決議）

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

当社では、企画本部が取締役会及び社外取締役、社外監査役をサポートする事務局として次のようなサポートを行っております。

１．取締役会の議案・経営報告資料等のとりまとめを行ったうえで、議長等と事前打ち合わせを行い、招集通知の発送と資料の配付を行っており　
ます。

２．経営等の把握および適切な意思決定を行うための必要な情報について、事務局が適宜提供しております。

３．毎月開催される定例取締役会等に関する年間スケジュールを作成し事前に配付しております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

◇取締役会

　取締役６名、社外取締役３名の取締役計９名と、常勤監査役１名、社外監査役２名の監査役計３名の合計12名で構成される取締役会を原則毎
月１回開催し、経営に関する重要な意思決定および各部門の業務執行状況の報告を行っております。

◇監査役会

　常勤監査役１名、社外監査役２名で構成されており、原則毎月１回開催しております。

　監査役は原則毎月１回開催される取締役会に出席し、意思決定および業務執行状況について公正で客観的な立場から監視・監督を行い、経営
の監視機能を果たしております。

◇会計監査人



　当社は、ＰｗＣあらた有限責任監査法人と会計監査契約を締結しております。

◇任意の諮問委員会（役員指名・報酬委員会）

取締役等の指名や報酬等に関する評価・決定プロセスの客観性・透明性を確保し、コーポレートガバナンス体制のより一層の充実を図るため、任
意の役員指名委員会、役員報酬委員会を設置しております。

◇経営会議

　経営会議は、代表取締役社長執行役員を含む取締役、執行役員、本社機構の幹部等で構成され、原則毎月１回開催され、取締役会決定事項
の報告と経営に関する重要事項を協議しております。

　

　

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　上記２のとおり、当社の体制は、健全で効率的な業務執行を行うために実効性があり、経営環境の変化に応じて迅速かつ的確な意思決定を行
うことが可能と考えることから、当社は現状のコーポレートガバナンス体制を選択しております。

　　



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
2020年8月28日開催の第86回定時株主総会では、総会前日の業務終了時刻を書面投票
の議決権行使期限とし、その日の21日前までに発送しております。

集中日を回避した株主総会の設定
より多くの株主様に出席いただけるよう集中日を避けて株主総会の開催日を設定しており
ます。第86回定時株主総会は2020年8月28日に開催。

招集通知（要約）の英文での提供
招集通知（狭義）を英文で作成し、東京証券取引所（ＴＤｎｅｔ）および当社ホームページに、
発送日に掲載しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

ＩＲミーティングを適宜実施しております。 なし

IR資料のホームページ掲載
公式ホームページを設け、会社情報（業務紹介・コーポレートガバナンス・決算
短信・業績ハイライト等）を掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 企画本部にＩＲ担当者を配置しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

「企業理念」及び「役職員行動規範」で、法令および社会ルールの順守・社会への貢献等を
定めております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施 「役職員行動規範」の中で、地域環境の保全を絶えず意識し、業務を執行しております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

　「適時開示規程」を定め、東京証券取引所への適時開示、公式ホームページにＩＲ情報と
して掲載しております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、都市整備や環境創造の技術を顧客に提供することで信頼を高めるとともに、社会の発展に貢献し、企業価値の向上を目指しております。

これをもって会社の安定成長と株主に報いることを基本理念としております。また、経営環境の変化に迅速に対応しうる体制を構築することを重要
施策と位置づけ、人材・技術及び組織の有機的活用を推し進めております。株主や投資家の皆様方に対しては、企業情報の適時開示を積極的に
行うこととし、ホームページ等を通じて経営状況についての情報も適時提供しております。

「内部統制システムに関する基本方針」

１．当社及び当社子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

（１）当社及び当社子会社の全ての役職員は、「役職員行動規範」及び「コンプライアンス規程」に従い、法令及び定款を遵守し、高い倫理観を堅持
して適正に業務遂行にあたる。

（２）当社は、コンプライアンス委員会を設置し、法令義務違反が発生した場合または発生するおそれのある場合は厳正な調査を行い、客観的な
事実関係を見極め、その問題点及び責任の所在を明確にしたうえで、適切な処理方法の選択に努めるとともに、再発防止を図る。

（３）当社は、内部通報制度を整備し、全ての役職員の職務執行における法令義務違反について早期発見と是正を図る。

（４）取締役会は、その決議をもって、法令や定款に定める事項、業務執行の意思決定を行うとともに、取締役の業務執行を監督する。

（５）監査役は、取締役会への出席や監査役監査により取締役の職務執行を監督し、法令や定款に違反する事態を防止するよう努める。

（６）内部統制室は、「内部監査規程」に基づき内部監査を適切に実施し、当社及び当社子会社の業務が、法令、定款に準拠して適切に実施され
ているかを定期的に監査し、経営の健全性及び効率性の向上を図る。

２．当社取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

（１）当社は、取締役会議事録や重要事項に関する稟議書等の取締役の職務執行に関する情報（文書または電磁的記録）について、法令及び「文
書管理規程」等の社内規程に基づき、適切に保存及び管理を行う。

（２）当社は、「情報セキュリティ基本方針」を定め、これに従って情報セキュリティの向上に努める。

（３）個人情報に関しては、「個人情報保護方針」に従って保有する個人情報の適切な取扱い、保存及び管理を行う。

３．当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社及び当社子会社の業務遂行に伴うリスクについては、当社グループ全体の「リスク管理基本規程」を定め、当社グループに関わるリスクの識
別、分析、評価に基づき適切な対応を行う。

４．当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

（１）当社は、原則として月1回の定時取締役会を開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、法令や定款に定める事項、業務執行の重
要事項に関する決議を行う。

（２）当社は、各組織の職務分掌と各職位の責任と権限を「組織・業務分掌・職務分掌及び職務権限規程」により明確化し、業務の組織的かつ能率
的な運営を図る。また、執行役員制度を導入し、経営の迅速化を図る。

５．当社及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制（子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への
報告に関する体制を含む）

（１）当社は、グループ経営における業務の適正かつ効率的運営を確保するため、「役職員行動規範」を定めているほか、当社子会社の経営意思
決定にかかる重要事項については、稟議手続を通じて当社に報告され、当社の取締役会において審議決裁が行われる。また、「内部通報に関す
る規程」を定め、当社及び当社子会社の役職員からの相談・通報の窓口を設ける。

（２）当社は、グループの財務報告の信頼性を確保するため、財務報告に係る内部統制の構築、評価及び報告に関して適切な運営を図り、必要な
是正を行う。また、当社子会社の経営基本事項に関する指導及び管理、その他重要事項の処理及び調整を行い、グループとしての総合的な発展
を図る。

（３）当社は、グループ連結予算に基づく業績管理により、子会社の業務執行の状況を適切に把握、管理する。

（４）当社は、グループの反社会的勢力排除に向けた基本方針として、「反社会的勢力対策規程」を定め、周知徹底を図る。

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

当社は、監査役の職務を補助すべき使用人の設置について、監査役から要請があった場合は、速やかに適切な人員配置を行う。

７．監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

（１）監査役の職務を補助すべき使用人は、監査役の指揮命令下で業務を行い、監査役の指示した業務については、必要な情報の収集権限を有
し、監査役以外の者からの指揮命令は受けない。

（２）監査役の職務を補助すべき使用人の人事異動・人事評価等については、あらかじめ監査役会の同意を要する。

８．監査役への報告に関する体制

（１）当社の取締役及び業務執行を担当する執行役員は、監査役の出席する取締役会・経営会議等の重要な会議において随時その担当する業務
の執行状況の報告を行う。

（２）当社の取締役及び使用人ならびに当社子会社の取締役、監査役及び使用人は、法令等の違反行為等、当社グループに著しい損害を及ぼす
恐れがある事実について、発見次第、直ちに当社の監査役または監査役会に対し報告を行う。

（３）当社及び当社子会社の内部通報制度の担当部署は、当社グループの役員及び使用人からの内部通報状況について、定期的に当社監査役
に対して報告を行う。

９．監査役に報告した者が当該報告したことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

当社は、前項に従い当社グループの監査役へ報告を行った当社グループの役員及び使用人に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱
いを行うことを禁止し、その旨当社グループの役員及び使用人に周知徹底する。

10. 監査役の職務執行について生じる費用の前払いまたは償還の手続その他の当該職務の執行について生じる費用または債務の処理に係る方

針に関する事項

当社は、監査役が当社に対してその職務の執行について生じる費用の前払または支出した費用等の償還、負担した債務の弁済を請求したとき
は、担当部署において審議のうえ、当該請求に係る費用または債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やか
にこれに応じる。



11. その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

（１）代表取締役は、監査役会と定期的に会合を持ち、当社が対処すべき課題、監査役監査の環境の整備の状況、監査上の重要課題等について
意見交換を行う。

（２）当社は、監査役会が、独自に弁護士と顧問契約を締結し、または、必要に応じて専門弁護士、公認会計士の助言を受ける機会を保障する。

以上

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制として、以下のとおり定めております。

（１）グループ経営の適正かつ効率的運営に資するため、子会社にも適用される「役職員行動規範」を定めているほか、子会社の経営について
は、法令及び社内規程の定めるところにより、当社への定期的な報告を求めるとともに適切な管理・指導を実施。また、子会社の役職員のコンプラ
イアンスに関する相談体制を社内規程に定め、当社に相談・通報の窓口を設置。

（２）グループの財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法等の法令に準拠し、財務報告に係る内部統制の構築、評価及び報告に関し
て適切な運営を図り、必要な是正を実施。

（３）グループの反社会的勢力排除に向けた基本方針として、「役職員行動規範」に「反社会的勢力には毅然とした態度で臨み、断固として拒絶す
る。」と定め、周知徹底を図っている。

（４）反社会的勢力対策規程、反社会的勢力対策マニュアルを制定し、入口でのネガティブチェックにより反社会的勢力との取引回避・不当要求排
除を徹底。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

　適時開示のフローは以下のとおりです。

（１）適時開示を要すると考えられる社内情報は、各部署より本社企画本部に集約されます。

　　（通常は、稟議書、報告書面によりますが、緊急の場合には、電話、ＦＡＸ等が先行となります。）

（２）取締役企画本部長を中心とする企画本部内において、当該情報が法令で定めるところの重要事実にあるか否かを判断しています。

（３）なお、開示は、企画本部が、株式会社東京証券取引所のＴＤnetにて開示を実施しております。

　　併せて、ＴＤｎｅｔ開示後に、弊社の公式ホームページにも掲載しております。

　監査役は、開示状況について、定期的に点検を行っております。

　点検ポイントは、以下の２点です。

　（１）報告されている内容は、法令に定める規則等に則り適切か。

　（２）報告書提出は、期限厳守で行われているか。


